
議第３４号

　（総　則）

第１条　令和２年度高山市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１） 接 続 件 数 ２８，０００ 件

　（２） 年 間 総 処 理 量 １２，５６９，０００ ㎥

　（３） 一 日 平 均 処 理 量 ３４，４３６ ㎥

　（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 費 ７９７，７１２ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入　

　第１款　下　水　道　事　業　収　益 ３，４０７，７２２ 千円

　　第１項　営　業　収　益 １，６５６，７７６ 千円

　　第２項　営　業　外　収　益 １，７５０，９４６ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出　

　第１款　下　水　道　事　業　費　用 ３，３９２，４００ 千円

　　第１項　営　業　費　用 ２，９１６，１１７ 千円

　　第２項　営　業　外　費　用 ４１０，７０１ 千円

　　第３項　特　別　損　失 ６５，４８２ 千円

　　第４項　予　備　費 １００ 千円

令和２年度　高山市下水道事業会計予算



　るものとする。）。

　第１款　資　本　的　収　入 １，１４２，４６５ 千円

　　第１項　負　担　金 ５，６００ 千円

８，１００ 千円

３７３，１００ 千円

４２９，５１５ 千円

３２６，１５０ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第１款　資　本　的　支　出 ２，４６４，２００ 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 ７９７，７１２ 千円

　　第２項　企　業　債　償　還　金 １，６６６，４８８ 千円

　金額は、それぞれ、２２２，０９１千円及び２６３，４６１千円である。

　　第２項　分　担　金

　（資本的収入及び支出）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１,３２１，７３

　５千円は、当年度分損益勘定留保資金１，３０６，４１３千円、当年度分消費税資本的収支調整額１５，３２２千円で補てんす

　　第３項　企　業　債

　　第４項　他　会　計　出　資　金

　　第５項　国　庫　補　助　金

　（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１,３２１，７３

　（継　続　費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

款 項 事　業　名 総　　額 年　度 年　割　額

令和２年度 １２，０００千円

令和３年度 ３０６，０００千円

令和４年度 １９４，０００千円

宮 川 終 末 処 理 場
改 造 事 業
（ 中 央 監 視 設 備 ）

５１２，０００千円1.資本的支出 1.建設改良費



　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）消　費　税

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職　員　給　与　費 千円

　（他会計からの補助金）

第１０条　管きょ費及び処理場費等に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は３４０，０４８千円である。

　　　令和２年２月２５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　高山市長　　　國　島　　芳　明

１７３，３０３

　（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

３７３，１００千円
普通貸借又は

証 券 発 行

  ４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、借入先と協定し、その条件に
従うものとする。ただし、企業財
政の都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し、もしくは、繰上
償還又は低利に借換えすることが
できる。

償還の方法

管きょ施設費、処理場建設費

　（継　続　費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

款 項 事　業　名 総　　額 年　度 年　割　額

令和２年度 １２，０００千円

令和３年度 ３０６，０００千円

令和４年度 １９４，０００千円

宮 川 終 末 処 理 場
改 造 事 業
（ 中 央 監 視 設 備 ）

５１２，０００千円1.資本的支出 1.建設改良費



 

 

 

 

 

 

 

下水道事業会計予算説明書 
 

 

 



（単位：千円）

 1. 下水道事業収益 3,407,722 [内　消費税額　150,460]

 1. 営業収益 1,656,776 [内　消費税額　150,455]

 1. 下水道使用料 1,655,000 下水道料金

 2. 雨水処理負担金 1,706 雨水に対する負担金

 3. その他営業収益 70 下水道使用料以外の営業収益

 2. 営業外収益 1,750,946 [内　消費税額　5]

 1. 受取利息及び配当金 100 預金等の利息

 2. 長期前受金戻入 511,348 長期前受金の収益化

 3. 雑収益 1,189,498 下水道事業負担金等

 4. 国庫補助金 50,000

令和２年度高山市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 下水道事業費用 3,392,400 [内　消費税額　85,138]

 1. 営業費用 2,916,117 [内　消費税額　85,129]

 1. 管きょ費 182,390 管きょ、管きょに係る設備の維持管理及び清掃等に要する費用

 2. 処理場費 789,714 処理施設の維持管理に要する費用

 3. 総係費 126,252 受益者分担金・負担金の賦課、徴収及び水洗化普及の事務に要

する費用並びに事業全般に要する費用

 4. 減価償却費 1,789,743 固定資産の減価償却費

 5. 資産減耗費 28,018 有形固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

 2. 営業外費用 410,701

 1. 支払利息及び企業債 354,301 企業債利息等

取扱諸費

 2. 消費税 50,000

 3. 雑支出 6,400 水洗化資金融資預託金元金等

 3. 特別損失 65,482

 1. その他特別損失 65,482 過年度分賞与等引当金繰入額等

 4. 予備費 100 [内　消費税額　9]

 1. 予備費 100

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的収入 1,142,465

 1. 負担金 5,600

 1. 受益者負担金 5,600

 2. 分担金 8,100

 1. 受益者分担金 8,100

 3. 企業債 373,100

 1. 企業債 373,100

 4. 他会計出資金 429,515

 1. 他会計出資金 429,515

 5. 国庫補助金 326,150

 1. 国庫補助金 326,150

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的支出 2,464,200 [内　消費税額　63,547]

 1. 建設改良費 797,712 [内　消費税額　63,547]

 1. 管きょ施設費 200,381

 2. 処理場建設費 587,331

 3. 有形固定資産購入費 10,000

 2. 企業債償還金 1,666,488

 1. 企業債償還金 1,666,488

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

支　　　　　　　　出



１．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　当年度純利益 0

　　減価償却費 1,789,743

　　固定資産除却費 28,018

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,292

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 11,618

　　長期前受金戻入 △ 511,348

　　受取利息及び配当金 △ 100

　　支払利息及び企業債取扱諸費 354,301

　　未収金の増減額（△は増加） 922

　　未払金の増減額（△は減少） 111,122

　　小計 1,789,568

　　利息及び配当金の受取額 100

　　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 354,301

　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,435,367

令和２年度高山市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）



２．投資活動によるキャッシュ･フロー 千円

　　有形固定資産の取得による支出 △ 734,165

　　国庫補助金等による収入 308,955

　投資活動によるキャッシュ･フロー △ 425,210

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 373,100

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,666,488

    他会計からの出資による収入 429,515

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 863,873

　資金増減額 146,284

　資金期首残高 398,578

　資金期末残高 544,862



特別職 一般職

人 （1）人

0  22

（0）　

0 0

（1）　

0 22

0

手 当 の 内 訳

1,574

3,960

0

比　　　較

千円

21,837 1,547

千円 千円

区    　  分

本   年   度

前   年   度

比    　  較

千円 千円 千円

15,307 1,547

0 0

3,198 599 21,837

12

0 0 0 0

3,960 588 1,773 3,198 599

0

本　年　度

住居手当

0

15,307

千円

12588 1,773

時間外勤務
手　　　当

通勤手当

0 0 0 0

1,574 91,973

30,935 173,303

48,821 173,303

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円

管理職員特
別勤務手当

勤勉手当 寒冷地手当扶養手当

0

91,973 48,821 142,368

　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

期末手当管理職手当

前　年　度

142,368 30,935

給  　　　　　　与  　　　　　　費
法 定 福 利 費 合     計 備     考

　給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数
区　  　　分

１．総　　括

報    酬 給    料 手    当 計



特別職 一般職

人 （-）人

0 21

（-）　

0 0

（-）　

0 21

本　年　度

前　年　度

比　　　較

12比    　  較 3,960 588 1,749 3,198 599 21,350 15,307 1,547

1,749 3,198 599 21,350 15,307 1,547 12

前   年   度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

手 当 の 内 訳

区    　  分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外勤務
手　　　当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
管理職員特
別勤務手当

本   年   度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,960 588

0 90,097 48,310 138,407 30,285 168,692

0 0 0 0 0 0

168,6920 90,097 48,310 138,407 30,285

千円 千円 千円 千円 千円 千円

　給　　与　　費　　明　　細　　書

　ア　　会計年度任用職員以外の職員

区　  　　分
職　員　数 給  　　　　　　与  　　　　　　費

法 定 福 利 費 合     計 備     考
報    酬 給    料 手    当 計



特別職 一般職

人 （1）人

0 1

（0）　

0 0

（1）　

0 1

本　年　度

前　年　度

比　　　較

比    　  較 24 487

前   年   度 0 0

　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

手 当 の 内 訳

区    　  分 通勤手当 期末手当

本   年   度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

24 487

1,574 1,876 511 3,961 650 4,611

0 0 0 0 0 0

4,6111,574 1,876 511 3,961 650

千円 千円 千円 千円 千円 千円

　給　　与　　費　　明　　細　　書

　イ　　会計年度任用職員

区　  　　分
職　員　数 給  　　　　　　与  　　　　　　費

法 定 福 利 費 合     計 備     考
報    酬 給    料 手    当 計



千円 千円 千円

給     料 91,973  1.給与改定に伴う増減分 24 24   給与改定の状況

  　前  年  度   給料の改定率   　 0.08％

 　　　 　　　   給与の改定実施月  　 4月

   

 2.昇給に伴う増加分 491 491

 3.その他の増減分 91,458

89,582

1,876

手     当 48,821  1.制度改正に伴う増減分 893 住居手当 △ 15
勤勉手当 397

通勤手当 24

期末手当 487

 2.その他の増減分 47,928 扶養手当 3,960
住居手当 603
通勤手当 1,749
時間外勤務手当 3,198
管理職手当 599
期末手当 21,350
勤勉手当 14,910
寒冷地手当 1,547
管理職員特別勤務手当 12

会計年度任用職員の増分

会計年度任用職員採用

職員異動給料差等

２．給料及び手当の増減額の明細

区     分 増 減 額  増  減  事  由  別  内  訳 説        明 備　　　　　　　　考



令和2年4月1日現在

平成31年4月1日現在

（２）　初　任　給 

高　　 　校　 　　卒 150,600

大　 　　学　 　　卒 182,200

平 均 年 齢　       （歳）

平 均 給 料 月 額　 （円）

平 均 給 与 月 額　 （円）

３．給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

（１）　職員１人当たり給与

区                         分 備              考企 業 職

-

356,438

383,796

43.93

一 般 会 計 の 制 度
区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額　 （円）

一 般 行 政 職 (円)
備　　　　　　　　考企  業　職 　(円)

平 均 給 与 月 額　 （円）

平 均 年 齢　       （歳）

-

-

182,200

150,600



( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

 　　　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　　　分 7級

（３）　級　別　職　員　数

企　　　　業　　　　職
区　　　　　　　　分

級 職員数 (人) 構成比 (%)

7級 0 0.0 ( － )

備　　　　　　 考

1 4.8 ( － )

3級 0 0.0 ( － )

4級 16 76.1 ( － )

5級 3 14.3 ( － )

6級

1級 1 4.8 ( － )

2級 0 0.0 ( － )

計 21 100.0 ( － )

6級 0 0.0 ( － )

7級 0 0.0 ( － )

4級 0 0.0 ( － )

5級 0 0.0 ( － )

備　　　考

計 0 0.0 ( － )

1級

3級 0 0.0 ( － )

2級 0 0.0 ( － )

令和2年4月1日現在

平成31年4月1日現在

主  事　補企　　業　　職 部      長 課      長 主      幹

6級 5級 4級

0 0.0 ( － )

　（注）（　）内は、短時間勤務職員に係る職員数及び構成比を外数で表示。

主      査 主      任 主      事

3級 2級 1級



企　業　職 備　　  　　考

21

18

 1号給(人) 1

 2号給(人) 0

 3号給(人) 1

 4号給(人) 12

 5号給(人) 0

 6号給(人) 3

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

85.7

0

0

 1号給(人) 0

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 0

 5号給(人) 0

 6号給(人) 0

 7号給(人) 0

 8号給(人) 0

0

（４）　昇　給　

 　 職    員    数（Ａ）（人）

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

本　　年　  度
号 給 数 別 内 訳

前　　年　  度

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

 　 職    員    数（Ａ）（人）

号 給 数 別 内 訳



区　　  　　分
最高限度

　　　　(月分）

支   給   率　  (%)

支給対象職員数  (人)

（７）　地域手当

（５）　期末手当・勤勉手当

支  給  期  別  支  給  率 支  給  率  計 職制上の段階、職務の
区　  　　分 備　　　　考

（ 月  分 ） 級等による加算措置6月（月分） 12月（月分）

（2.35）

4.45
有

－ －支    給    率    等

（2.35）

4.50
有

前 年 度
（1.175）

2.225

（1.175）

2.225

本 年 度
（1.175）

2.250

（1.175）

2.250

定 年 前 早 期 退 職 特 例
措置（2％～45％加算）

－

一 般 会 計 の 制 度
（1.175）

2.250

（1.175）

2.250

　（注）　（　）内は、再任用職員の支給率を表示。

（2.35）

4.50

20年勤続の者
　　　　(月分）

有

25年勤続の者
　　　　(月分）

35年勤続の者
　　　　(月分）

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 その他の加算措置等 備　　　　　考

－－

－

24.586875 33.27075

－

一般会計の制度 (支給率等) 47.709 47.709



区　　  　　分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

（８）　特殊勤務手当

区              分 全      職      種 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給料総額に対する比率 (%) －

支給対象職員の比率 (%) －

（９）　その他の手当

同　　　じ  

代表的な特殊勤務手当の名称

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

同　　　じ

同　　　じ



 単位：千円

国 県
支出金

企業債
当 年 度
損益勘定
留保資金

その他

％

31 83,000 41,500 37,000 4,500 83,000 13.8

2 415,000 207,500 186,000 21,500 415,000 415,000 68.8

3 105,000 52,500 47,000 5,500 105,000 17.4

計 603,000 301,500 270,000 27,000 4,500 415,000 415,000 105,000 100.0

％

2 12,000 6,000 5,400 600 12,000 12,000 2.3

3 306,000 153,000 137,000 16,000 306,000 59.8

4 194,000 97,000 87,000 10,000 194,000 37.9

計 512,000 256,000 229,400 26,600 12,000 12,000 500,000 100.0

継　続　費　に　関　す　る　調　書

令和２年度
支 払 義 務
発生予定額

令和２年度
末 ま で の
支 払 義 務
発生予定額

令和３年度
以降の支払
義 務 発 生
予 定 額

平成３１年
度末までの
支払義務発
生(見込)額

款 項 事 業 名

全　体　計　画
平成３０年
度末までの
支 払 義 務
発 生 額

宮 川 終 末 処 理 場
改 造 事 業
（中央監視設備）

継 続 費 の
総 額 に 対
する進捗率

年度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

１.資本的
　 支　出

１.建  設
　 改良費

宮 川 終 末 処 理 場
改 造 事 業
（ 沈 砂 池 設 備 ）



   過年度議決に係る分

事             項 限  度  額

期   間 金   額 期   間 金   額 国庫支出金 県支出金 企業債 その他

 高山市水洗便所改造資金  金融機関の融資し

 融資金融機関に対する損  た水洗便所等改造

 失補償  資金が回収不能と

 なった場合にその

 元利金について損

 失補償を行う。

債　務　負　担　に　関　す　る　調　書

平成31年度末までの 令和２年度以降の 左    の    財    源    内    訳

支出（見込）額 支出予定額 特     定     財     源
一般財源

単位：千円



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,526,175
　　ロ　建物 7,920,021
　　　　減価償却累計額 △ 4,479,288 3,440,733
　　ハ　構築物 73,592,340
　　　　減価償却累計額 △ 32,224,946 41,367,394
　　ニ　機械及び装置 17,828,376
　　　　減価償却累計額 △ 14,878,709 2,949,667
　　ホ　車両運搬具 1,657
　　　　減価償却累計額 △ 1,574 83
　　ヘ　工具、器具及び備品 85,643
　　　　減価償却累計額 △ 61,083 24,560
　　ト　建設仮勘定 557,738
　　　有形固定資産合計 49,866,350
　　　固定資産合計 49,866,350
２．流動資産
（１）現金・預金 544,862
（２）未収金 221,169
　　　貸倒引当金 △ 5,292 215,877
（３）貯蔵品 177
（４）その他流動資産 2,000
　　　流動資産合計 762,916
　　　資産合計 50,629,266

令和２年度高山市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和３年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 15,964,517
　　　固定負債合計 15,964,517
４．流動負債
（１）企業債 1,643,125
（２）未払金 374,583
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 11,618
（４）その他流動負債 2,000
　　　流動負債合計 2,031,326
５．繰延収益
（１）長期前受金 32,192,994
　　　長期前受金収益化累計額 △ 16,885,824
　　　繰延収益合計 15,307,170
　　　負債合計 33,303,013

６．資本金
（１）資本金 17,326,253
　　　資本金合計 17,326,253
７．剰余金
（１）利益剰余金
　　イ　当年度未処分利益剰余金 0
　　　利益剰余金合計 0
　　　剰余金合計 0
　　　資本合計 17,326,253
　　　負債資本合計 50,629,266

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,526,175
　　ロ　建物 7,920,021
　　　　減価償却累計額 △ 4,332,594 3,587,427
　　ハ　構築物 73,450,946
　　　　減価償却累計額 △ 30,917,195 42,533,751
　　ニ　機械及び装置 17,887,198
　　　　減価償却累計額 △ 14,689,394 3,197,804
　　ホ　車両運搬具 1,657
　　　　減価償却累計額 △ 1,574 83
　　ヘ　工具、器具及び備品 77,098
　　　　減価償却累計額 △ 60,720 16,378
　　ト　建設仮勘定 88,328
　　　有形固定資産合計 50,949,946
　　　固定資産合計 50,949,946
２．流動資産
（１）現金・預金 398,578
（２）未収金 222,091
（３）貯蔵品 177
（４）その他流動資産 2,000
　　　流動資産合計 622,846
　　　資産合計 51,572,792

令和２年度高山市下水道事業予定開始貸借対照表
（令和２年４月１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 17,234,442
　　　固定負債合計 17,234,442
４．流動負債
（１）企業債 1,666,488
（２）未払金 263,461
（３）その他流動負債 2,000
　　　流動負債合計 1,931,949
５．繰延収益
（１）長期前受金 31,931,936
　　　長期前受金収益化累計額 △ 16,422,373
　　　繰延収益合計 15,509,563
　　　負債合計 34,675,954

６．資本金
（１）資本金 16,896,838
　　　資本金合計 16,896,838
７．剰余金
　　　剰余金合計 0
　　　資本合計 16,896,838
　　　負債資本合計 51,572,792

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



注記

令和２年度から、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処理事業

及び個別排水処理事業に地方公営企業法を適用し、地方公営企業会計基準に即した財務諸表を作成している。

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　　　　

有形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・主な耐用年数

　　建物 １５～５０年

　　構築物 １５～５０年

　　機械及び装置 ６～２０年

　　車両運搬具 ４～５年

　　工具、器具及び備品 ５～１５年

２　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　　職員の退職手当は、高山市一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与等引当金

　　職員の期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に

　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(3) 貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。



３　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、高山市

　一般会計が負担すると見込まれる額は１１，６９１,１７８千円である。

Ⅲ　セグメント情報

１　報告セグメントの概要

　　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処

　理事業及び個別排水処理事業を運営しており、それぞれ運営方針等を決定していることから、当該６事業を報告セグメントと

　している。

　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事　業　区　分 事　業　の　概　要

　公共下水道事業 市街地から排出される下水を排除し処理する業務

　特定環境保全公共下水道事業 市街地周辺地区から排出される下水を排除し処理する業務

　農業集落排水事業 農村地区から排出される汚水を処理する業務

　簡易排水事業 中山間地域における汚水を処理する業務

　小規模集合排水処理事業 小規模な集合排水処理施設により汚水を処理する業務

　個別排水処理事業 住宅等における汚水を処理する業務



２　報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日） 単位：千円

公 共 下 水 道
事 業

特 定 環 境
保 全 公 共
下 水 道 事 業

農 業 集 落
排 水 事 業

簡 易 排 水
事 業

小 規 模 集 合
排水処理事業

個 別 排 水
処 理 事 業

合 計

営業収益 1,172,685 215,000 112,727 1,364 2,636 1,909 1,506,321

営業費用 1,420,339 784,852 595,416 9,245 14,847 6,289 2,830,988

営業損益 △ 247,654 △ 569,852 △ 482,689 △ 7,881 △ 12,211 △ 4,380 △ 1,324,667

経常損益 0 0 0 0 0 0 0

セグメント資産 25,072,665 15,165,560 10,014,009 136,794 195,885 44,353 50,629,266

セグメント負債 14,226,851 11,496,619 7,243,247 108,464 188,847 38,985 33,303,013

その他の項目

他会計繰入金 453,575 666,700 458,734 5,713 21,660 5,061 1,611,443

減価償却費 959,990 487,667 328,927 5,280 6,306 1,573 1,789,743

特別損失 55,081 3,385 7,016 0 0 0 65,482

有形固定資産の
増加額

547,901 128,987 57,277 0 0 0 734,165



（単位：千円）

金　　額

 1. 下水道事業収益 3,407,722 0 3,407,722 [内　消費税額　150,460]

 1. 営業収益 1,656,776 0 1,656,776 [内　消費税額　150,455]

 1. 下水道使用料 1,655,000 0 1,655,000  1. 下水道使用料 1,655,000

 2. 雨水処理負担金 1,706 0 1,706  1. 雨水処理負担金 1,706

 3. その他営業収益 70 0 70  1. 手数料 70 指定工事店手数料 70

 2. 営業外収益 1,750,946 0 1,750,946 [内　消費税額　5]

 1. 受取利息及び配当金 100 0 100  1. 預金利息 100

 2. 長期前受金戻入 511,348 0 511,348  1. 長期前受金戻入 511,348

 3. 雑収益 1,189,498 0 1,189,498  1. その他雑収益 1,189,498 下水道事業負担金等 1,189,498

 4. 国庫補助金 50,000 0 50,000  1. 国庫補助金 50,000

比　　較前　年　度本　年　度目

令和２年度高山市下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

項款 説　　　　　明
節

区 分



（単位：千円）

金　　額

 1. 下水道事業費用 3,392,400 0 3,392,400 [内　消費税額　85,138]

 1. 営業費用 2,916,117 0 2,916,117 [内　消費税額　85,129]

 1. 管きょ費 182,390 0 182,390  1. 給料 21,431 企業職　 ５人

 2. 手当 9,659 扶養手当 1,212

通勤手当 489

時間外勤務手当 761

期末手当 3,415

勤勉手当 2,369

寒冷地手当 393

児童手当 1,020

 3. 賞与等引当金繰入額 3,476

 5. 法定福利費 6,484 共済組合負担金 6,484

 7. 退職給付費 3,215 職員退職手当基金積立負担金 3,215

 11. 備消品費 40 消耗品費 40

 12. 燃料費 510 自動車用燃料費 510

 14. 光熱水費 19,520 電気使用料 19,500

上下水道使用料 20

 16. 通信運搬費 5,440 電話料 5,440

 18. 委託料 88,080 管きょ清掃等委託料 75,580

処理施設維持管理等委託料 12,500

 20. 賃借料 428 土地借上料 78

自動車借上料 350

 21. 修繕費 23,000 管きょ等修繕費 23,000

 29. 材料費 800 工事材料費 800

 34. 保険料 307 保険料 268

火災保険料 6

自動車損害保険料 33

区 分

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明



 2. 処理場費 789,714 0 789,714  1. 給料 30,291 企業職　 ７人

 2. 手当 11,498 扶養手当 936

通勤手当 718

時間外勤務手当 1,066

期末手当 4,751

勤勉手当 3,374

寒冷地手当 533

児童手当 120

 3. 賞与等引当金繰入額 4,887

 5. 法定福利費 9,097 共済組合負担金 9,097

 6. 旅費 20 普通旅費 20

 7. 退職給付費 4,544 職員退職手当基金積立負担金 4,544

 11. 備消品費 4,230 消耗品費 4,030

事業用器具費 200

 12. 燃料費 14,630 事業用燃料費 12,470

自動車用燃料費 130

庁用燃料費 2,030

 13. 食糧費 20

 14. 光熱水費 157,920 電気使用料 155,100

上下水道使用料 2,820

 16. 通信運搬費 2,020 電話料 2,020

 18. 委託料 445,550 処理施設維持管理等委託料 408,050

処理施設管理運営事務委託料 37,500

 19. 手数料 58,736 汚泥処分手数料 57,630

検査手数料 1,033

自動車点検手数料 73

 20. 賃借料 2,165 土地借上料 7

自動車借上料 2,000

テレビ受信料 8

機械器具等借上料 150

 21. 修繕費 24,040 器具修繕費 50

処理施設修繕費 23,740

自動車修繕費 250



金　　額

 28. 薬品費 18,000 医薬材料費 18,000

 29. 材料費 100 工事用材料費 100

 33. 負担金 6 危険物安全協会負担金 6

 34. 保険料 1,825 下水道賠償責任保険料 243

火災保険料 1,404

自動車損害保険料 178

 37. 雑費 135 公租公課費 135

 3. 総係費 126,252 0 126,252  1. 給料 20,440 企業職 ４人

企業職（会計年度任用職員） １人

 2. 手当 8,287 扶養手当 978

通勤手当 288

時間外勤務手当 609

管理職手当 599

管理職員特別勤務手当 12

期末手当 3,279

勤勉手当 2,256

寒冷地手当 266

 3. 賞与等引当金繰入額 3,255

 4. 報酬 1,574 会計年度任用職員報酬 １人

 5. 法定福利費 6,704 共済組合負担金 6,054

社会保険料等 650

 6. 旅費 54 普通旅費 30

費用弁償 24

 7. 退職給付費 2,861 職員退職手当基金積立負担金 2,861

 8. 報償費 490 報償金 20

賞賜金 70

納期前納付報奨金 400

 11. 備消品費 110 消耗品費 110

 15. 印刷製本費 1,510

 16. 通信運搬費 110 郵便料 110

 18. 委託料 68,920 計画策定業務委託料 55,000

電算等委託料 13,920

本　年　度 前　年　度 比　　較
区 分

款
節

説　　　　　明項 目



 19. 手数料 10 口座振替手数料 10

 20. 賃借料 100 機械器具等借上料 100

 21. 修繕費 50 器具修繕費 50

 30. 補償金 400

 33. 負担金 6,085 日本下水道協会負担金 884

都市計画協会負担金 101

管理事務費負担金 5,100

 35. 貸倒引当金繰入額 5,292

 4. 減価償却費 1,789,743 0 1,789,743  1. 有形固定資産減価償 1,789,743 建物 146,694

却費 構築物 1,310,244

機械及び装置 332,442

工具、器具及び備品 363

 5. 資産減耗費 28,018 0 28,018  1. 固定資産除却費 28,018 構築物 8,159

機械及び装置 19,859

 2. 営業外費用 410,701 0 410,701

 1. 支払利息及び企業債取 354,301 0 354,301  1. 企業債利息 350,301

扱諸費  2. 借入金利息 4,000

 2. 消費税 50,000 0 50,000  1. 消費税 50,000

 3. 雑支出 6,400 0 6,400  2. その他雑支出 6,400

 3. 特別損失 65,482 0 65,482

 1. その他特別損失 65,482 0 65,482  1. その他特別損失 65,482 過年度分賞与等引当金繰入額 11,482

過年度分消費税額 54,000

 4. 予備費 100 0 100 [内　消費税額　9]

 1. 予備費 100 0 100  1. 予備費 100



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的収入 1,142,465 0 1,142,465

 1. 負担金 5,600 0 5,600

 2. 受益者負担金 5,600 0 5,600  1. 受益者負担金 5,600

 2. 分担金 8,100 0 8,100

 1. 受益者分担金 8,100 0 8,100  1. 受益者分担金 8,100

 3. 企業債 373,100 0 373,100

 1. 企業債 373,100 0 373,100  1. 企業債 373,100 下水道事業債 373,100

 4. 他会計出資金 429,515 0 429,515

 1. 他会計出資金 429,515 0 429,515  1. 他会計出資金 429,515 下水道事業出資金 429,515

 5. 国庫補助金 326,150 0 326,150

 1. 国庫補助金 326,150 0 326,150  1. 国庫補助金 326,150

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 本　年　度 前　年　度



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的支出 2,464,200 0 2,464,200 [内　消費税額　63,547]

 1. 建設改良費 797,712 0 797,712 [内　消費税額　63,547]

 1. 管きょ施設費 200,381 0 200,381  1. 給料 4,370 企業職　 １人

 2. 手当 2,787 扶養手当 240

住居手当 270

通勤手当 24

時間外勤務手当 153

期末手当 1,045

勤勉手当 726

寒冷地手当 89

児童手当 240

 5. 法定福利費 1,470 共済組合負担金 1,470

 6. 旅費 40 普通旅費 40

 7. 退職給付費 656 職員退職手当基金積立負担金 656

 11. 備消品費 450 消耗品費 450

 12. 燃料費 150 自動車用燃料費 150

 18. 委託料 50,500 設計等委託料 50,500

 19. 手数料 50 検査手数料 50

 20. 賃借料 200 自動車借上料 190

会場借上料 10

 21. 修繕費 80 器具修繕費 20

自動車修繕費 60

 25. 工事請負費 129,800 管きょ整備工事費

 26. 路面復旧費 7,000 道路舗装工事費

 29. 材料費 1,700 工事材料費 1,700

 30. 補償金 1,000

 31. 研修費 110

 34. 保険料 18 自動車損害保険料 18

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分



金　　額

 2. 処理場建設費 587,331 0 587,331  1. 給料 15,441 企業職　 ４人

 2. 手当 8,656 扶養手当 594

住居手当 318

通勤手当 254

時間外勤務手当 609

期末手当 3,668

勤勉手当 2,587

寒冷地手当 266

児童手当 360

 5. 法定福利費 5,236 共済組合負担金 5,236

 6. 旅費 830 普通旅費 830

 7. 退職給付費 2,317 職員退職手当基金積立負担金 2,317

 12. 燃料費 100 自動車用燃料費 100

 18. 委託料 20,000 設計等委託料 20,000

 20. 賃借料 200 自動車借上料 200

 21. 修繕費 10 自動車修繕費 10

 25. 工事請負費 534,500 処理場改造工事費

 34. 保険料 41 自動車損害保険料 41

 3. 有形固定資産購入費 10,000 0 10,000  4. 機械及び装置購入費 7,000 電気設備購入費 7,000

 6. 工具、器具及び備品 3,000 器具購入費 3,000

購入費

 2. 企業債償還金 1,666,488 0 1,666,488

 1. 企業債償還金 1,666,488 0 1,666,488  1. 元金償還金 1,666,488

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度


	02_【P37-39】予算書※P40は白紙
	03_予算説明書（下水）_002
	04_【P41-44】実施計画
	05_【P45】キャッシュフロー
	06_【P47】給与費明細（総括）
	07_【P48】給与費明細（一般職）
	08_【P49】給与費明細（会計年度）
	09_【P50】給与費明細（給料及び手当）①
	10_【P51】給与費明細（給料及び手当）②
	11_【P52】給与費明細（級別）
	12_【P53】給与費明細（昇給）
	13_【P54-55】給与費明細（期末勤勉）
	14_【P56】継続費に関する調書
	15_【P57】債務負担に関する調書
	16_【P58-59】予定貸借（当年度）
	17_【P60-61】開始貸借
	18_【P62-64】05_注記
	19_【P65】収益明細（収入）
	20_【P66-69】収益明細（支出）
	21_【P70】資本明細（収入）
	22_【P71-72】資本明細（支出）

